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（2019）によれば、2017 年の中国の半導体需要は 1380 億ドルと、世界の半導体市場の 34％
に達したが、その輸入依存度は高く、自給率はわずか 13％に過ぎない。 
図 1 には、2007-18 年の中国（香港および再輸入分を含む）の集積回路（HS コード 8542）
の輸入額を掲げた。中国が世界最大の電子製品の生産拠点、巨大な消費市場として興隆する
に従い、半導体輸入が急速に増加してきたことがみてとれる。輸入元としては、台湾のシェ
アが最大（2018 年の輸入額の 30%）であり、韓国がこれに続く（同 23％）。  
表 1 には、2018 年の中国（香港を含む）の集積回路（HS コード 8542）の輸入額の内訳
を、品目別・輸入元別に掲げた。デジタル半導体デバイスは、プロセッサ・コントローラと
いったロジック系（演算や変換等の処理機能を担うもの）とメモリ（データの保存機能を担
うもの）に分けられる。台湾からの輸入は、ロジック系（HS コード 854231）が 662 億ド
ル、メモリ（HS コード 854232）が 362 億ドルと、前者の割合が高い。他方、韓国からの
輸入については、ロジック系メモリが 173 億ドル、メモリが 810 億ドルと、後者の割合が
非常に高い。これはそれぞれ、台湾が、ロジック系 IC の受託製造で傑出した優位性を持つ
世界 1 位、同 3 位のファウンドリ（ウェファー加工受託生産専業企業）である台湾積体電
路製造（TSMC）、UMC を擁すること、韓国が世界 1 位、同 2 位のメモリメーカーである






















2による DRAM 生産、（3）福建省電子情報集団、福建省晉江市、同泉州市等が出資した JHICC
による DRAM 生産、の各プロジェクトが進行中である。3 社とも 2016 年頃に設立され、
2018 年頃から本格的な工場立ち上げの段階に入った。 
DRAM 生産の立ち上げには、巨額の設備投資資金と、最先端の微細加工技術の確立が必








さらに、現在の DRAM 産業では、韓国サムスン電子、同 SK ハイニックス、米国マイクロ






















総裁となり、長江ストレージで NAND フラッシュメモリ、DRAM の技術開発チームを率
いている（林苑卿・林宏達 2018）。 
CXMT でも、華亜科技出身の技術者らを多数引き抜き、同社の副総経理を務めた劉大維
をリーダーとするチームが 19 ナノ DRAM の開発にあたった 5。 
JHICC は、台湾の大手ファウンドリ・UMC と協業する道を選び、UMC が開発したプロ
セス技術を導入する方式を選んだ 6。次にみる JHICC-UMC 事件は、この過程で発生した。 
 
JHICC-UMC事件の経緯 
JHICC と UMC は、2016 年に、DRAM 製造技術の開発に関する契約を締結した 7。UMC
が、同社の台南科学工業園区内の拠点で JHICC 向けに 32 ナノ・ニッチ型 DRAM プロセス
技術の開発を受託し、JHICC 側は UMC に対して、研究開発用の設備資金として 3 億ドル
を負担するほか、技術開発の進展に応じてさらに 4 億ドルを支払うという内容であった。







クロン台湾の総経理を経て、2015 年に UMC のシニア副総経理に転職した陳正坤であった。
陳の誘いに応じて、エンジニアの何建廷、王永銘もマイクロン台湾から UMC に転職し、
JHICC 向けプロジェクトに合流した。 
2017 年にマイクロンは、何建廷、王永銘が UMC の社員に唆され、同社の営業機密を窃
取したうえで UMC に転職した、として、UMC および同社の技術チームメンバーを相手取
り、台湾で刑事告発を行った。これを受けて台湾の検察当局は、UMC と何ら 3 名を営業秘










り、マイクロンは、王が持ちだしたこれらの技術が、UMC による急ピッチでの DRAM 開
発を可能にしたと主張している。 
2018 年に入ると、事件は、政府レベルの案件へとエスカレートした。11 月 1 日、米国の
セッションズ司法長官は会見を開き、司法省が JHICC、UMC および陳正坤（UMC のシニ
ア副総経理兼 JHICC の総経理）、何建廷、王永銘ら 3 名を、経済スパイの疑いで起訴したと
発表した。会見でセッションズ長官は、中国が違法な手段で米国企業の技術を窃取し、米国





術者を引き上げた。また、UMC も JHICC との協力関係を解消し、技術者らは台湾に引き
上げた。こうして第 1 期工事だけでも約 6,000 億円（370 億人民元）が投じられたとされる
































体産業との間には、UMC と JHICC のような企業間協業、台湾人経営者・エンジニアの中
国メーカーへの転職といった複数のチャネルを通じて、深いつながりが形成されている。こ
のような中台協業の広がりは、ハイテク産業全般に共通する趨勢であるが、これに加えて











東アジアでは、1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて、DRAM 産業への参入ブーム
と激しい市場競争が起きた。台湾では、1994 年に、政府主導で開発された国産技術に基づ
いて、TSMC 等が出資して成立した世界先進積体電路（VIS）が DRAM 製造を開始した。
また、大手ビジネスグループの投資により、6 社の民間系 DRAM メーカーが成立し、海外
から技術を導入してメモリ製造を開始した。しかし VIS は、1990 年代後半に巨額の赤字を
出し、撤退を余儀なくされた 11。他の DRAM 各社も 2000 年代末までに経営不振に陥り、
再編や撤退、業態転換を余儀なくされた（岸本 2017, 38-39 頁）12。2012 年までに、台湾の













一方、2002 年頃を境に、DRAM 産業では、業界トップのサムスン電子のシェアが 3 割強
にまで上昇し、2000 年代半ばにはサムスン電子とハイニックスの韓国系 2 社が 5 割近い市
場シェアを占めるようになった。サムスン電子は、巧妙な価格戦略を通じて、資金力に劣る
台湾メーカーをじりじりと追い詰め、市場退出へと追い込んだ。 






前掲の表 1 から分かるように、2018 年に中国は台湾から約 360 億ドル強の半導体メモリ



























ない」と語った 14。このような高の選択や発言は、台湾 DRAM 業界の関係者らから共感を























































会を秘めた大舞台だからである。実際、UMC にとって JHICC との技術提携は、中国側の
潤沢な資金を利用して自主技術を開発できるという点でも、急成長を遂げる中国市場への
参入の足がかりとなる点でも、魅力的なプロジェクトであった。 
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写真 1 マイクロン（本社・アイダホ州）のシリコンバレー拠点。筆者撮影。 
 
 
図 1 中国（香港を含む）の集積回路（HSコード 8542）輸入額の推移 
 






表 1 中国（香港を含む）の半導体輸入の内訳（2018年） 
 
（出所）Global Trade Atlas より作成。 
（注 1）中国と香港の輸入額の合計。輸入額計には中国・香港間輸入および中国の再輸入が含まれる。 








1 中国は 2014 年に「国家半導体産業発展推進ガイドライン」、2015 年に「中国製造 2025」
をそれぞれ発表し、半導体の国産化目標を掲げた。「中国製造 2025」で掲げられた 2025
年の半導体の自給率は、当初は 70％であったが、2018 年 5 月に 50％へ下方修正された。 















                                                                                                                                                                  
2 2018 年に、睿力集成電路（イノトロン）から名称変更した。 
3 「中国の科学技術強国化――機能など多面性で道遠し」『日経産業新聞』2018 年 8 月 17
日。 
4 簡永祥｢向台廠借將 只是序幕｣『經濟日報』2017 年 1 月 10 日。なお、3D NAND フラッ
シュメモリについては、富士通と AMD が合弁で設立したスパンション（現・サイプレス
セミコンダクタ）が紫光集団傘下のメーカーへの技術供与を行った。 
5 簡永祥「陸企聯合台商 突破技術防線」『經濟日報』2017 年 8 月 20 日。なお、JHICC-UMC
事件を受けて、CXMT 社は、華亜科技出身の台湾人エンジニアを中心とする開発体制を
再編したと報道されている（簡永祥「台廠吃悶虧 成了犧牲品」『經濟日報』2019 年 2 月
4 日）。 
6 JHICC は当初、UMC の推薦により、エルピーダ社長だった坂本幸雄との協業を検討して
いた。しかし、坂本が設立したサイノキング社が、合肥市政府の DRAM プロジェクトの
提携計画を優先的に進めることとなったため、UMC が JHICC と協力する運びになった
という（林宏達 2017）。 
7 以下の JHICC-UMC 事件の経緯についての記述は、参考文献に挙げた以下の文献に依拠
する。『財訊雙周刊』の調査報道（林宏達 2017、林苑卿・林宏達 2018）、『新新聞』の調
査報道（黄琴雅 2018、黎蝸藤 2018、呉建輝 2018、林哲良 2018）、『天下雑誌』の調査報
道（陳良榕 2018）および『經濟日報』等。 
8 2018 年 1 月、UMC と JHICC はこれに反撃して、マイクロンの子会社が UMC の特許を
侵害しているとの訴えを福建省で提起し、「地の利」を活かして勝訴した。これが米国側
の怒りをかって、政府による UMC と JHICC への提訴につながったのではないかという
見方もある。 
9 詳細については、Justice News, “Attorney General Jeff Sessions Announces New Initiative to 
Combat Chinese Economic Espionage”を参照。 
10 簡永祥「台記憶體廠 重要性提升」『經濟日報』2018 年 10 月 31 日。 
11 日本の DRAM メーカーも、サムスン電子等との競争に敗れ、2000 年代後半以降、次々
と撤退した。2012 年には、NEC と日立製作所の DRAM 事業を統合して設立したエルピ
ーダメモリも経営破綻し、マイクロンの傘下に入った。 
12 この間、2009 年には、政府主導で DRAM 業界の再編が計画されたが、各社の足並みが
そろわず、まとまらなかった。 
13 マイクロンはさらに今後数年間で、台湾で約 20 億ドルの投資を行う方針を公表してい
る。 
14 連于慧「加入紫光集團和長江存儲心路歷程 台灣 DRAM 教父高啟全獨家告白」Digitimes，
2017 年 4 月 10 日。 
15 簡永祥「美光反擊陸挖角 提告百人」『經濟日報』2017 年 4 月 5 日。 
16 「焦点：中国の半導体企業、高待遇を武器に台湾の人材引き抜き」『ロイター通信ニュー
ス』2018 年 9 月 7 日。 
